
 

 

１ 令和８年度の新規・重点事業 

 ○ 宮崎の農業「強い産地づくり」対策事業 

1,380,515 千円【生産企画・農業 DX 担当】 

収益力の向上や生産基盤の強化に計画的に取り組む産地等に対して、生産体制の

強化や集出荷機能の改善等に要する経費を補助する。 

 ○ スマート＆グリーンで目指す耕種農業産出額ＵＰ事業 

18,023 千円【生産企画・農業 DX 担当】 

耕種農業の産出額増加に直結する施設・機械や栽培環境改善に要する経費に加

え、産地のスマート化・グリーン化に向けた調査・実証に要する経費を補助する。 

  みやざきデジタル施設園芸産地拡大事業 

157,180 千円【生産企画・農業 DX 担当】 

施設園芸のデジタル化による収量向上に必要なＡＩ分析技術の開発やデジタル人

材の育成等に加え、環境制御機の導入に要する経費を補助する。 

 

○ みやざき水田農業確立推進体制整備事業     239,681 千円【水田農業担当】 

主食用米や加工用米、飼料用米などバランスのとれた米生産や、裏作・輪作によ

る高収益作物、飼料作物等の導入・定着などに要する経費を補助する。 

  かんしょ生産再建支援事業             8,111 千円【畑作農業担当】 

健全苗を安定的に供給する産地の体制強化や、気象変動や新奇病害といった生産

リスクに対応する先導的な経営体の育成に要する経費を補助する。 

  気候変動に強い施設園芸生産基盤強化事業     15,470 千円【施設園芸担当】 

高温対策技術の確立に向けた遮光・遮熱資材等の導入実証や、花きの種苗生産体

制の構築等に要する経費を補助する。 

  未来につなげる加工・業務用産地強化事業     9,843 千円【露地園芸担当】 

加工・業務用野菜・果樹の加工事業者と生産者が連携した耕種版インテグレーシ

ョンでの分業化や、気候変動対策に要する経費を補助する。 

 

 

 

農 産 園 芸 課 
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２ 組織 

  

 

３ 主な事業一覧 

事業名 終期 
R8 予算額 

(千円) 
担当 掲載 P 

宮崎の農業「強い産地づくり」対策事業 R8 1,380,515  生産企画･農業 DX 40 

スマート＆グリーンで目指す耕種農業産出額ＵＰ事業 R8 18,023  生産企画･農業 DX 41 

みやざきデジタル施設園芸産地拡大事業 R10 157,180  生産企画･農業 DX 42 

未来に繋げる水田農業経営体育成事業 R9 8,504  水田農業 43 

みやざき水田農業確立推進体制整備事業 R10  239,681  水田農業 44 

県産米利用拡大支援事業 R8 2,163  水田農業 45 

持続可能な産地を支える優良種苗安定供給事業 R8 9,600  畑作農業 46 

みやざき茶有機転換推進事業 R9 18,580  畑作農業 47 

かんしょ生産再建支援事業 R10 8,111 畑作農業 48 

農業用ハウス強靱化緊急対策事業 R8 41,900 施設園芸 49 

気候変動に強い施設園芸生産基盤強化事業 R10 15,470  施設園芸 50 

みやざき営農振興対策強化事業 R8 2,200  露地園芸 51 

青果物価格安定対策事業 － 202,746  露地園芸 52 

みやざき果樹花き産地生産力強化事業 R9 7,327  露地園芸 53 

未来につなげる加工・業務用産地強化事業 R10 9,843 露地園芸 54 
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農産物生産の収益力向上及び生産基盤の強化に計画的に取り組む産地の生産体制の強化や、集出荷機能の
改善に向けた取組を総合的に支援する。

事業の目的

⑴ 事業内容
○ 強い農業・産地力強化対策事業（補助率１／２以内）

産地の収益力向上や生産基盤の強化の実現に向け、施設の整備・再編や生産・出荷コストの削減、
並びに高収益な作付け体系への転換、ハウス・園地等の再整備等を支援

⑵ 事業の仕組み

○県 市町村 営農集団、農業法人等

⑶ 成果指標
産地収益力の強化に取り組む産地数
令和６年度～令和８年度まで 延べ39産地

事業の概要

令和６年度～令和８年度事業の期間

農産園芸課 １，３８０，５１５千円
【財源：国庫、その他、一般財源】

補助 補助

宮崎の農業「強い産地づくり」対策事業
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品目と対象を絞った緊急対策と、スマート化・グリーン化に対応した産地づくりに取り組むことにより、
ＳＳＲ(施設園芸・水田農業・露地園芸)運動の目標である耕種農業の産出額100億円ＵＰ達成を図る。

事業の目的

⑴ 事業内容
① 産出額ＵＰ緊急対策事業（補助率１／２、１／３以内）

主要品目の産出額増加に直結する施設･機械整備、
栽培環境改善を支援

② スマート＆グリーン産地育成事業（補助率１／２以内）
スマート化・グリーン化の視点に立った産地づくりに

向けた調査・実証活動を支援

⑵ 事業の仕組み

①県 市町村 営農集団、農業法人等

②県 市町村･農業協同組合等

⑶ 成果指標
耕種農業の産出額 現状（令和４年） 1,119億円→ 令和８年 1,287億円（H30比：＋100億円）

事業の概要

令和６年度～令和８年度事業の期間

農産園芸課 １８，０２３千円
【財源：国庫、一般財源】

補助

補助

補助

スマート＆グリーンで目指す耕種農業産出額ＵＰ事業

① 産出額ＵＰ緊急対策事業
主要品目の反収ＵＰにつながる
施設・機械の整備、栽培環境改善を支援

品目・対象を絞った緊急的な対策

～R８までに

施設野菜
反収30%ＵＰ

露地野菜
反収10%ＵＰ

きゅうり
ピーマン等

さといも・ほうれんそう
だいこん等 ９品目

「反収ＵＰ可能な」
施設野菜品目

「反収・出荷量減少」
加工・業務用野菜

【施設園芸】

【露地野菜】

ＣＯ2発生装置等の導入による反収ＵＰ

ＣＯ２発生装置 ＣＯ２の局所施用

排水性・土壌環境の改善による反収ＵＰ

土づくり排水対策

② スマート＆グリーン産地育成事業

実装項目
設定

産地
(市町村等)

県

技術実装に向けた支援

Ｒ６ ～ Ｒ８

スマート＆グリーン技術の実装に取り組む
産地の必要な調査・実証活動を支援

国庫事業
への誘導

Ｒ９～

技術・施設
の実装

スマート＆グリーンを実装した産地

技術・施設
の調査・実証

Ｒ９以降～

施設野菜
生産量
10%ＵＰ

露地果樹
生産量
10%ＵＰ

露地野菜
生産量
10%ＵＰ

加工・業務野菜のグリーン産地

普及型スマートハウス団地

省力型スマート果樹団地

SSR運動 主要品目

低コスト環境制御技術の実装

有機養液による栽培

スマート農業機械体系

有機肥料による減化学肥料栽培

ドローン防除体系

低樹高による減農薬栽培

ﾉｳﾊｳの移転(産地づくり助言)、

民間企業との協働

耕
種
農
業
の
産
出
額

１
０
０ 

億
円
Ｕ
Ｐ

実
現

収
量
Ｕ
Ｐ
に
よ
る
産
出
額
の
向
上

技
術
革
新
に
よ
る
産
出
額
に
積
み
上
げ

スマート＆グリーンで目指す耕種農業産出額ＵＰ事業【別紙】
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ＡＩ分析技術等の開発や環境制御機の導入支援等により施設園芸のデジタル化による産地革新を推進し、
生産者の収量向上や農業所得1,000万円プレーヤーの創出、農業産出額の増加を図る。

事業の目的

⑴ 事業内容
① データ駆動型施設園芸推進事業

・ＡＩ分析技術等の開発
・新たな連携先とのデータ共有基盤の構築

② データ活用ステップアップ事業
・データ活用に係る専門人材育成
・データ連携型養液栽培技術の開発・実証

③ データ活用産地体制強化事業（補助率１／２以内）
・環境測定装置やCO２発生装置の導入支援

⑵ 事業の仕組み
①、② 県 民間企業 ③県 営農集団 等

⑶ 成果指標
きゅうり、ピーマンの農業所得1,000万円以上の農業者割合

現状（令和４年～６年平均） きゅうり    ８% 令和10年 11%
   ピーマン 20%  23%

事業の概要

みやざきデジタル施設園芸産地拡大事業新

令和８年度～令和10年度事業の期間

農産園芸課 １５７，１８０千円
【財源：国庫、一般財源】

委託 補助

農業産出額の増加

STAGE2

運用開始期

1,000万円プレイヤー創出

R8 ～ R10

1,000

0

STAGE1

基本システム
開発期

113名の
開発協力者と

共同実証

サービス利用者1,000名へ

STAGE3

安定運用期

1,000名規模
での

安定的な運用

R11 ～

反収向上

① システム開発

② 人材育成 等

③ 環境制御機導入

ハウス内環境データ等の活用

R4 ～ R7

みやざきデジタル施設園芸産地拡大事業新【別紙】
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高齢農家のリタイア等により耕作されない水田の増加が懸念されることから、その受け皿となる水田農業
経営体の作業効率化・省力化を支援し、水田農業経営体の規模拡大を図る。

事業の目的

⑴ 事業内容
① 水田農業経営体規模拡大支援事業（補助率定額）

経営体等が地域計画に基づいて行う規模拡大や収益向上に向けた取組を支援
・「県版経営指標」に基づく経営体のPDCAサイクルの実践
・経営体の経営改善・作業カイゼン能力の向上
・経営体による農地のゾーニングやシャッフル
・麦、大豆、高収益作物の導入

② 水田農業経営体スマート化促進事業（補助率１／３以内）
PDCAサイクルの実践による作業効率化と省力化に繋がる取組を支援
・自動操舵システムやドローン、自動給水栓等の導入

⑵ 事業の仕組み
 ①県 ①②県 市町村、地域農業再生協議会等

⑶ 成果指標
５ha以上の水田農業経営体が耕作する面積割合 現状（令和５年度） 29% → 令和９年度 40%

事業の概要

未来に繋げる水田農業経営体育成事業

令和７年度～令和９年度事業の期間

補助

農産園芸課 ８，５０４千円
【財源：一般財源】

②水田農業経営体スマート化促進事業

①水田農業経営体規模拡大支援事業

■支援内容
規模拡大や収益向上に向けた取組を支援

✓ 「県版経営指標」の提示・PDCA
サイクルの実践

✓ 経営・作業カイゼン能力の向上
✓ 経営体間でのゾーニングや

シャッフル
✓ 高収益作物の導入・拡大

■支援内容
PDCAサイクルに基づく作業効率化・省力化のための機械導入を支援

✓ 自動操舵システム
✓ ドローン
✓ 自動給水栓

など

未来に繋げる水田農業経営体育成事業【別紙】

10

0h
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（
メ
ガ
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）

（
メ
ガ
フ
ァ
ー
ム
）

５ha以上の水田農業経営体が耕作する面積割合

令和５年度（現状）29％ 令和９年度 40％

0 5,000 10,000 15,000 20,000

R9

現状 33% 38%

1ha～5ha1ha未満 5ha～

33%27%

25% 4%

5~30ha 30ha～

40%

耕作されない農地

経営規模拡大

地 域 計 画

P D
C A

共通経営
指標

大規模
経営体
育成
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主食用米や加工用米、飼料用米など本県ならではのバランスのとれた米生産や、裏作・輪作による高収益
作物、飼料作物等の導入・定着など水田の高度利用を推進する。

事業の目的

⑴ 事業内容
① 県推進体制強化事業（補助率定額）

水田農業確立に必要な宮崎県農業再生協議会の取組を支援

② 経営所得安定対策等推進事業（補助率定額）
経営所得安定対策等の推進に係る農業再生協議会の取組を支援

⑵ 事業の仕組み
①県、県 県再生協、ＪＡみやざき ②県、県  市町村、県再生協

⑶ 成果指標
水稲作付面積 現状（令和６年）22,800ha → 令和10年 22,600ha

事業の概要

みやざき水田農業確立推進体制整備事業

令和８年度～令和10年度事業の期間

補助

農産園芸課 ２３９，６８１千円
【財源：国庫、一般財源】

負担金貸付出資

改

【留意事項】

○１枚目（この頁）の各項目の枠や位置は、変更
不可

○フォントも変更不可
  →事業名：ＭＳ Ｐゴシック24.0ポイント 太字
課名・財源：ＭＳ Ｐゴシック12.0ポイント 太字
本文：（項目）メイリオ14.0ポイント

○白黒印刷が基本

○財源の書きぶり統一

・国庫補助は原則「国庫」として、臨時交付金及び
包括交付金の場合のみ「国庫（重点交付金）」、
「国庫（包括交付金）」とする。

・基金の場合は、略称を用いて良いが、以下を参
考に部局内で統一を図ることとする。ただし、宮崎
再生基金は略さない。
→国スポ・障スポ基金、医療介護確保基金

・事業内容が複数ある場合は、それぞれの予
算額を記入すること

【活動結果（事業のアウトプット）と中間成果を併記する場合（UIJターンの例）】
（活動結果）県外からの就職説明会参加者数 現状（令和●年度）●●人 → 
令和●年度 ●●人

（中間成果）ふるさと宮崎人材バンクを通じた県内就職者数 現状（令和●年
度）●●人 → 令和●年度 ●●人

補助

みやざき水田農業確立推進体制整備事業【別紙】

①①

①県推進体制強化事業
○需要に応じた米の生産支援

  ・主食用米等の作付の目安、実施方針の提示
・地域の特性に応じた高収益作物の推進

 ○耕畜連携の推進
・耕種側・畜産側との連携推進

 ○経営所得安定対策等の見直しへの対応
・地域キャラバンによる課題の把握
・各種支援策の農家への周知

 ○R9水田政策見直しへの対応

②経営所得安定対策等推進事業
○経営所得安定対策の推進に対する支援

  ・農業者の申請受付
・水田情報システムの運用
・交付金の実績集計
・衛星画像分析による現地確認の
省力化の検討

・畑地化の促進 等

県農業再生協議会 地域農業再生協議会連携

生産者需要に応じた生産実需者

国

県

県農業再生協議会

地域農業再生協議会

生産者

指導・支援

指導・支援

指導・支援

取組申請

情報
提供

課題
把握

情報
収集情報

収集
市町村
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生産・流通環境が悪化するなか、水稲農家の経営を安定させるために、需要が拡大する外食等の県内実需
者との継続した取引づくりと、県民に愛される県産米の新たな販売・PR対策を行う。

事業の目的

⑴ 事業内容
① 県産米利用拡大・定着促進事業（補助率１／２以内）

ア 飲食店や宿泊施設の県産米利用拡大と定着促進
イ 菓子業者等による米粉商品の開発・販売を支援

② 県産米ファン拡大事業（補助率１／２以内）
ア Webを活用したファン拡大キャンペーンの実施
イ 県内スポーツチームへの県産米ＰＲ

⑵ 事業の仕組み
①②県 宮崎県米消費拡大推進協議会

⑶ 成果指標
宮崎県産米応援店数  現状（令和４年度） ー → 令和８年度 １００社
県産米応援Webサイトアクセス数 現状（令和４年度） ー → 令和８年度 １５，０００

事業の概要

令和６年度～令和８年度事業の期間

補助

農産園芸課 ２，１６３千円
【財源：一般財源】

飲食店や宿泊施設でのキャンペーン実施

県産米によるからだづくりを支援

宮崎県産米応援店

県産米利用拡大支援事業

ア Webを活用したファン拡大キャンペーン
の実施

②県産米ファン拡大事業①県産米利用拡大・定着促進事業

ア 飲食店や宿泊施設の県産米利用拡大と
定着促進

・ホームページで各店舗のおすすめメニュー紹介
・新米販売開始にあわせたキャンペーンの実施

店舗でおすすめメニューを食べて応募

イ 菓子業者等による米粉商品の開発・販売
地域内で生産された米粉を使用して、

同じ地域の菓子業者等が米粉商品を開発
・販売

宮崎県産米応援店

実需者との継続した取引づくり

水稲農家の経営安定・県内消費の強化

イ 県内スポーツチームへの県産米ＰＲ

スポーツに取り組む県民を対象
に県産米による身体づくりを支
援することによるファンづくり

県産米の新たな販売・ＰＲ対策

・県産米購入者を対象にキャン
ペーンを実施

・ご飯が進む県産食材メニュー
の紹介

・本事業に係る情報をWebサ
イトで一元的に発信

県産米利用拡大支援事業【別紙】
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実需者ニーズに対応した県オリジナル品種や新奇病害虫へ抵抗性を有する品種などの付加価値の高い種苗
を安定的に供給するとともに、課題となっている変異苗発生リスクへの対応や省力化に対応した品種の導入
を図り、持続可能な農業経営体への転換を実現する。

事業の目的

⑴ 事業内容
① リスク管理強化による種苗安定保存事業

総合農試における種苗保存時の変異苗発生へのリスク管理の強化及び、県オリジナル品種や新品種
の原種等の安定保存

② 安全安心な種苗生産対策事業（補助率１／２以内）
種苗増殖時の変異苗発生へのリスク管理強化等への支援（かんしょを中心とした野菜、花き）

③ 優良種苗安定供給事業
優良種苗の安全で安定した供給への支援

④ 葉たばこ新品種導入促進事業（補助率１／２以内）
葉たばこ省力化新品種の本格導入に対応した、効率的で効果的な栽培方法の確立や普及への支援

⑵ 事業の仕組み
 ①県   ②県 ＪＡみやざき   ③県 バイテクセンター   ④県 県たばこ耕作組合

⑶ 成果指標
バイテクからのかんしょ苗供給割合（県内） 現状（令和４年度）7１ % → 令和８年度 80 %
新品種導入率（葉たばこ）    現状（令和４年度）2.4 ％ → 令和８年度 80 ％

事業の概要

令和６年度～令和８年度事業の期間

補助 補助

農産園芸課 ９，６００千円
【財源：一般財源】

負担金

持続可能な産地を支える優良種苗安定供給事業

経済連

持続可能な産地を支える優良種苗安定供給事業【別紙】
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茶を取り巻く環境は、リーフ茶の消費低迷等により厳しい状況が続く一方で、海外では高い評価を受け、
需要が拡大していることから、輸出に対応した有機茶生産への転換を推進し、産地構造の改革を図る。

事業の目的

⑴ 事業内容
① 有機茶生産力強化事業（補助率１／２以内、１／３以内）

有機茶の生産拡大と共同化による生産の効率化を支援
（機械や集出荷体制の整備・改修、市場調査等の実施、ＩＴ・システム化支援 等）

② 生産者組織支援事業（補助率１／２以内）
産地を支える宮崎県茶業協会の取組を支援（産地再編ビジョンの取組支援、苗導入の支援 等）

③ 有機転換サポート事業
有機転換に向けた取組のサポートを実施（有機茶経営指標の作成、各種品評会等への支援 等）

⑵ 事業の仕組み

①県   市町村等  営農集団、農業法人、ＪＡ ②県  宮崎県茶業協会 ③県

⑶ 成果指標
有機ＪＡＳ認証面積(茶園) 現状（令和５年） 206 ha  →  令和９年     290ha
茶輸出金額    現状（令和５年） 4.5 億円  →    令和９年   6.3億円

事業の概要

みやざき茶有機転換推進事業

令和７年度～令和９年度事業の期間

補助補助 補助

農産園芸課 １８，５８０千円
【財源：国庫、一般財源】

みやざき茶有機転換推進事業【別紙】

② 生産者組織支援事業

～産地を支える宮崎県茶業協会を支援～

・産地再編ビジョンの達成に向けた取組支援
・宮崎県奨励品種の苗導入支援 等

～有機転換に向けたサポートを実施～

③ 有機転換サポート事業

・有機茶経営指標の作成
・各種品評会等に向けた生産指導の実施等

産
地
の
構
造
改
革
に
よ
る
茶
生
産
者
の
経
営
力
向
上

① 有機茶生産力強化事業

～有機茶生産拡大の推進～

・ 市場調査や商談等の実施

除草機や各種アタッチメント等

・ 有機茶生産に必要な機械の整備

・ 有機茶生産に伴う集出荷体制の整備        

冷蔵庫等の整備
（※摘採した葉を一時保管） 生葉共同輸送体制構築

・ 需要に応じた茶生産を共同で行うために
必要な機械・施設の改修等

～「共同化」による生産の効率化～

・ 生産性向上に向けたシステムやＩＴツール
の導入

【グリーン成長タイプ】 【生産性向上タイプ】

・転換に必要な
資材の導入
・産地づくり支援
・有機JAS認証
取得 等

（国庫）
・持続的生産
  強化対策事業
・有機転換推進
事業 等

（県単）
・みやざき
有機農業拡大
加速化事業

有機栽培関係
ソフト支援

集出荷・物流管理、会計管理システム等

連携

抹茶生産のための
粉砕機

茶園・工場
個別で管理

共同で管理
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健全苗を安定的に供給する産地の体制強化や、気象変動や新奇病害といった生産リスクに対応する先導的
な経営体の育成により、かんしょ産地の持続的な発展を目指す。

事業の目的

⑴ 事業内容
① 健全苗供給モデル支援事業（補助率定額、上限額30万円、１／３以内、上限額100万）

・苗・種芋生産技術の実証を支援
・地域の共同育苗施設等の整備・改修を支援

② かんしょ産地再生支援事業（補助率定額、上限額30万円、定額、上限額15万円）
・実需者が求める生産確保の技術実証を支援
・新奇病害対策の技術構築に要する実証を支援

⑵ 事業の仕組み

①②県 営農集団、農業法人、民間企業等

⑶ 成果指標
かんしょ生産量 現状（令和６年度）69,105ｔ → 令和10年度 77,000ｔ
種苗業者等が生産する苗数 現状（令和６年度）1,000万本 → 令和10年度 1,400万本

事業の概要

かんしょ生産再建支援事業新

令和８年度～令和10年度事業の期間

補助

農産園芸課 ８， １１１千円
【財源：国庫、一般財源】

かんしょ生産再建支援事業新【別紙】

苗
の
安
定
供
給
に
よ
る
生
産
安
定

① 健全苗供給モデル支援事業

○苗や種芋の生産向上・省力化の実証 ○地域の核となる苗等施設の整備・改修

フリー苗からの苗増殖 高設栽培による省力化
受託生産を行う
育苗ハウス

受託保管を行う
種芋倉庫

技
術
革
新
に
よ
る
生
産
Ｕ
Ｐ

○基腐病や茎根腐病に対応した
防除技術の実証

基腐病に抵抗性のある品種

(白黒ﾏﾙﾁ) (黒ﾏﾙﾁ)

高温期の白黒ﾏﾙﾁの
遮熱効果による生育安定

② かんしょ産地再生支援事業

○実需者が求める生産確保の技術実証

移植の機械化
による規模拡大
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災害に強い産地を形成するため、園芸産地における非常時の対応能力向上に向けた、複数農業者による事
業継続計画（BCP)の策定や、BCPの実行と実践に必要な体制整備やハウスの補強等の取組を支援する。

事業の目的

⑴ 事業内容
① 事業継続計画の検討及び策定等（補助率定額）

事業継続計画の検討及び策定に向けた検討会の開催、補強や保守管理のための技術指導や講習会の
開催など被害防止に向けた産地の取組を支援

② 既存ハウスの補強等対策の実施（補助率１／２以内）
被害を軽減するために実施するハウスの補強、防風ネットや換気扇の設置等を支援

⑵ 事業の仕組み

①②県   市町村  農業者の組織する団体等、地域農業再生協議会

⑶ 成果指標
事業継続計画の策定面積
令和６年度～令和８年度まで 105ha

事業の概要

令和６年度～令和８年度事業の期間

農産園芸課 ４１，９００千円
【財源：国庫】

農業用ハウス強靭化緊急対策事業

補助 補助
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温暖化等の気候変動により収量・品質等の低下リスクが高まる中、高温対策技術の確立に向けた遮光・遮
熱資材等の導入実証及び花きの種苗生産体制の構築等に取り組むことで、施設園芸の生産性の向上を図る。

事業の目的

気候変動に強い施設園芸生産基盤強化事業新
農産園芸課 １５，４７０千円
【財源：国庫、一般財源】

令和８年度～令和10年度事業の期間

⑴ 事業内容

① 高温対策技術実証事業（補助率１／２以内）
・遮光・遮熱対策資機材の導入実証に要する経費

② 花き種苗生産体制強化事業
・新たな種苗生産体制の構築

③ 花き生産者組織支援事業（補助率定額）
・生産者組織の活性化に要する経費

⑵ 事業の仕組み
①③ 県  営農集団、生産者団体
② 県  生産者

⑶ 成果指標
・気候変動に対応する技術実証産地数

ー   → R10年度  7産地

・新たな花き種苗生産体制の構築（R10年度）

事業の概要

生産基盤の強化
農家経営の安定

委託

補助

〈ラナンキュラスの種苗生産〉

低温環境下で育苗することで初期生育を充実させる

複合的な対策でハウス内の日中・夜間温度を下げる。

細霧冷房装置
※気化熱による
ハウスの冷却

遮光・遮熱資材
※熱線を反射し
温度上昇を抑制

気
候
変
動
リ
ス
ク
低
減
に
よ
る
生
産
性
の
向
上

①高温対策技術実証事業

花苗の生育不良

②花き種苗生産体制強化事業

冷涼な地域での種苗（球根）生産体制の構築
生産拠点：
沿岸地域＋中山間地域

拠点

日中30℃以上の高温で

夜温20℃以上では、落花・落果、

石実果（受粉がうまくいかず種なし）

の発生が多くなる

原
因

ピーマンの落花

対
応
策

デルフィニウムやラナンキュラス等、

30℃以上の高温が続くと、

生理的なストレスを受け、
苗の枯死や定植後の腐敗など
著しい高温障害が発生する

原
因

育苗用冷蔵庫
※低温での花苗育苗

対
応
策

慣行条件
での育苗

低温条件
での育苗

委託

委託

冷涼な中山間地域に生
産を委託し、
・高品質な種苗の生産
・球根による新しい生
産体制の構築

対
応
策

：注文
：納品
：生産委託

供給

供給

苗生産から中山間地域での球根生産への転換

生産者 JA
バイテク
センター

中山間地域

新

苗生産

①高品質化（球根腐敗リスクの低減）
②奇形花リスク低減（形質確認後の球根生産）
③効率化（球根増殖期間の省略）

球根生産

③花き生産者組織支援事業

• 研修会の開催
• メディアでのＰＲ
• イベントの開催

「花で彩る未来」推進協議会

気候変動に強い施設園芸生産基盤強化事業新【別紙】
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物価高騰や気候変動の影響などの緊急的・品目横断的な課題、高度な分析を必要とする課題、みどりの食
料システム戦略の実行などに産地が迅速に対応し解決するため、組織再編や官・民連携により宮崎県営農振
興協議会の体制強化を図り、危機事象の影響を受けにくい経営体質への転換を促進する。

事業の目的

⑴ 事業内容
○ 営農振興体制強化事業（補助率定額）

・緊急的かつ品目横断的に取り組む必要がある課題（低コスト、収量向上、病害虫対策）を解決する
ための新たな体制活動を支援

・高度な分析を必要とする課題を解決するための官・民の研究機関等との連携を支援
・みどりの食料システム戦略の実行に向けた環境負荷軽減につながる技術開発を重点的に支援

⑵ 事業の仕組み

○県 宮崎県営農振興協議会

⑶ 成果指標
営農振興協議会で認定された普及可能な技術数 現状（令和４年度）７５件 → 令和８年度  ９０件

事業の概要

令和６年度～令和８年度事業の期間

補助

農産園芸課 ２，２００千円
【財源：一般財源】

みやざき営農振興対策強化事業

＜宮崎県営農振興協議会＞

危機事象の影響を受けにくい経営体質へ産地を転換

新たな体制

緊急的、品目
横断的な課題
をコアメンバー
で重点的に検討

緊急課題解決検討会 官・民研究機関等との連携

高度な分析が必
要な課題の分析
を国や民間の研
究機関に委託

環境負荷軽減対策への重点支援

減化学肥料・農薬や
未利用資源活用など
環境負荷軽減対策
への支援強化

新たな連携 新たな対応

例：トマトキバガ、ほうれんそう黄化 例：へべすかいよう病抵抗性分析 例：県産有機質肥料の活用

○営農振興体制強化事業

みやざき営農振興対策強化事業【別紙】
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消費地への野菜の安定的な供給を図るため、野菜価格の低落時に、生産者へ価格差補給交付金を交付し、
農家経営の安定と計画的な出荷体制を確保する。

事業の目的

⑴ 事業内容
○ 事業対象野菜の価格低落時に、価格差補給交付金を交付

① 指定野菜生産出荷安定資金造成事業（補助率１／５以内）
② 契約野菜安定供給事業（補助率１／１０以内、１／４以内、１／３以内）
③ 特定野菜等価格安定対策事業（補助率１／３以内、１／４以内）
④ みやざき特産野菜価格安定対策事業（補助率１／３以内、１／２以内）

○ 既存の国や県の価格安定対策事業に対し、補てん率を強化
⑤ 野菜産地経営安定強化支援事業（補助率１／３以内）

⑵ 事業の仕組み
 ①②③④⑤県 （公社）宮崎県青果物協会   登録出荷団体 生産者

⑶ 成果指標
事業参加産地数 指定野菜事業： ５品目・２３産地 特定野菜等事業：１２品目・１８産地

県事業 ：１３品目・２９産地 （特定：5品目、指定：７品目）

事業の概要

負担金

農産園芸課 ２０２，７４６千円
【財源：一般財源】

交付金

青果物価格安定対策事業

交付金

青果物価格安定対策事業【別紙】

価格低落時の補てん

事業対象野菜の市場価格が低落した場合に、価格差補給
交付金を交付

本県における事業対象野菜の種類及び要件

指定野菜（５品目）
きゅうり、さといも、トマト、なす、ピーマン

特定野菜（７品目）
いちご、かんしょ、ごぼう、しょうが、にがうり、
スイートコーン、にら

みやざき特産野菜（13品目）

オクラ、かぼちゃ、キャベツ、きゅうり、さといも、
ズッキーニ、にがうり、にら、ばれいしょ、しろねぎ、
ピーマン、ミニトマト、アールスメロン

価格低落に対する農家経営の安定化と野菜産地の継続的な発展を図る

①指定野菜生産出荷安定資金造成事業：補てん率原則90％※１

※１ 産地区分Ⅰ：90％、Ⅱ：80％、Ⅲ：70％

②契約野菜安定供給事業：補てん率原則90％※２

※２ 数量確保タイプ、価格低落タイプ：90％
出荷調整タイプ：70％

③特定野菜等価格安定対策事業：補てん率80％

④みやざき特産野菜価格安定対策事業：補てん率80％

⑤野菜産地経営安定強化支援事業：

国や県の価格安定対策事業に、補てん率10％を上乗せ

※指定野菜は、全14品目

※特定野菜は、全35品目
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本県の果樹花き産地において、特に緊急性の高い課題となっているマンゴー・ライチ・耐暑性リンドウの
県内種苗安定供給体制を構築するとともに、ブランド産地維持が急務となっているきんかん、日向夏での改
植による優良園地維持を支援し、果樹花き産地の生産力を強化する。

事業の目的

⑴ 事業内容
① 種苗供給体制構築事業（委託、補助率１／３以内、定額）

○園地台帳や選果場データを活用した種苗供給システムの構築（マンゴー）
○生産部会を主体とした種苗生産体制の整備（ライチ、耐暑性リンドウ）
○種苗生産基盤強化のための機械・設備等の導入支援

② 推奨品種・技術導入改植推進事業（補助率定額）
○県推奨品種・技術導入に向けた改植を支援（きんかん、日向夏）

③ 生産者組織支援事業（補助率定額）
〇産地を支える県域果樹花き生産者組織の活動を支援

⑵ 事業の仕組み
①県 民間企業 ①、②県 市町村 法人、営農集団等 ③県 生産者組織

⑶ 成果指標
果樹花きの種苗安定供給体制の構築 現状（令和６年）１品目 → 令和９年 ４品目

事業の概要

みやざき果樹花き産地生産力強化事業

令和７年度～令和９年度事業の期間

委託 補助 補助

農産園芸課 ７，３２７千円
【財源：国庫、一般財源】

（かんきつ） （＋マンゴー、ライチ、耐暑性リンドウ）

補助

複数年にわたる計画的で
スムーズな種苗生産に移行

みやざき果樹花き産地生産力強化事業【別紙】

簡易ハウス、被覆資材等 簡易育苗棚

出
荷
要
望
の
高
い
品
目
の
円
滑
な
種
苗
供
給

№ 支部名 氏名 № ハウス名 型式 植栽年 植栽

1 南西 中期 H5 160 1,055

2 南東 中期 H6 144 1,311

3 店横 中期 H17 110 760

4 北東 中期 H21 130 847

5 北西 中期 H21 126 828

6 屋根 屋根 H19 113 1,344

7 ５連 AP改 H23 115 1,325

8 ２連 AP改 H26 46 604

9 １連 AP改 H26 20 285

10 屋根 屋根 H17 112 1,344

ＪＡみやざき○○地区本部　マンゴー部会　園地台帳
令和○年○月○日更新
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3 5,106
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優
良
産
地
の
維
持

○園地台帳や選果場データを活用した種苗供給システムの構築

○県が推奨する品種・栽培技術の導入に向けた改植を支援

小型加温機

計
画
的
な
種
苗
供
給
・
改
植
に
よ
る
果
樹
花
き
産
地
の
生
産
力
強
化

JAや部会で
確実に優良苗を確保

①
種
苗
供
給
体
制
構
築
事
業

マ
ン
ゴ
ー

○生産部会を主体とした種苗生産体制の整備

出荷データ

園地台帳

耐
暑
性リ

ン
ド
ウ

ラ
イ
チ

○種苗生産基盤強化のための機械・設備等の導入支援

き
ん
か
ん
、
日
向
夏

の
か
ん
き
つ

☞

連携

バイテク
センター

ＪＡ

部会
（産地・生産者）

県（農産園芸
課・試験場）

種苗生産体制イメージ

・役割分担の最適化
・生産上、受発注上、流通上 の
課題抽出と解決策提案

種苗生産体制の整備

生産性の向上

＋

連
動

③
生
産
者
組
織

支
援
事
業

○産地を支える県域果樹花き生産者組織の活動を支援

県果樹振興
協議会

ＪＡ花き協議会
県花き生産者
連合会

産
地
活
性
化

県域での組織活動
の強化

各産地のマンゴー樹齢、
収量・品質を連動させ、
改植が必要な園地や
種苗数の把握を行う
システムの構築

資機材の導入による
種苗生産基盤の強化

国事業では対象とならない
同一品種への改植を支援

品目別講習会、
ＰＲ活動等実施の支援

☞

新たな苗木育成方法を用いた
種苗生産の実証支援

生産体制構築のためのスタートアップ支援

支援の条件
・県が導入を推進する日向夏の花粉樹混植技術導入
・県が導入を推進する「宮崎王丸」又は「宮崎夢丸」の一部導入
・日照や立地条件の良い優良園地

②
推
奨
品
種
・
技
術
導
入

改
植
推
進
事
業
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加工・業務用野菜、果樹の安定生産供給に向け、加工事業者と生産者が連携した耕種版インテグレーショ
ンでの分業化や気候変動対策により、加工・業務用産地の持続的な発展を図る。

事業の目的

⑴ 事業内容
① 加工・業務用産地基盤強化事業

・人的労力の負荷が高い作物の分業化支援（補助率１／２以内、 １／３以内）
・インテグレーションの各ステップに応じた伴走支援（委託）

② 気候変動対策確立事業（補助率定額）
・気候変動に対応するための取組（新規作型、新品種、緑肥輪作体系、

高温等被害軽減対策の実証）への支援

⑵ 事業の仕組み
①②県 市町村等 法人、営農集団等 ①県 民間企業等

⑶ 成果指標
耕種版インテグレーション取組数 （令和６年）９件 → 令和10年 13件

事業の概要

未来につなげる加工・業務用産地強化事業改

令和８年度～令和10年度事業の期間

補助 委託補助

農産園芸課 ９，８４３千円
【財源：国庫、一般財源】

未来につなげる加工・業務用産地強化事業改

30

【別紙】
① 加工・業務用産地基盤強化事業

産
地
基
盤
強
化

（
イ
ン
テ
グ
レ
ー
シ
ョ
ン
機
能
の
強
化
）

安
定
生
産

加
工
業
務
用
産
地
の
持
続
的
発
展

高
温

干
ば
つ

長
雨

大
雨

寒
波

迅速な対応策の実証を支援

新規作型
（春大根、新品種組合せ等）

新品種
（高温耐性品種、大和39等）

緑肥輪作体系
（ソルゴー、エンバク等）

高温等被害軽減対策
（樹形、摘果方法の改善等）

収量・品質向上

加工事業者

生産者

○インテグレーションの各ステップ
に応じた伴走支援

生産者 作業受託者

作業委託

作業委託料補助 受託に必要な機械導入支援

生産者

営農集団型 法人仲介型

加工事業者

直接契約型

ステップ① ステップ② ステップ③

出
荷

出
荷

出
荷

中
核
生
産
者
へ

受
託
部
門
設
立

加
工
部
門
設
立

生
産
部
門
設
立

専門家による課題整理、解決策提案

過剰労働部分

労力の限界

２倍拡大
現状

規模拡大には
労力負荷軽減が必要

月別作業労働時間

黄化したほうれんそう

効率的な分業化や
品種・規格見直しに
よる生産の最適化  等

② 気候変動対策確立事業
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